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１　端末回線伝送機能（MDF等での接続の場合）の接続料

（１）　追加MDFの設備費用

自前工事、NTT工事にかかわらず、コロケーション工事において、MDF端子盤からコロケーション設備までのケーブルおよび付け線工事はコロケーション事業者側が行っている。従って、追加MDF設備のコストはMDFのフレーム工事と端子盤取付け工事に限定される。

弊社の入手した情報によると、

MDFのバーティカル1列（17段）　約20万円

200端子の端子盤1ブロック　約8万円

1バーティカル分の端子盤取付け工事コスト　約8万円

従って、17段、3400端子、1700ペアの創設コスト　36万円

1ペアの創設コスト　212円

今回１ユーザあたり、2ペアの追加MDFが必要でこの創設コスト　424円

償却16年なので月額は定額償却とすると　月額約2円（正確には2.21円）

（２）　回線データベース管理コストについて

データの投入コストは工事コストに含めるべき。

回線データベース管理コストはシステム構築コストおよび、メンテナンスコスト

むしろ電話顧客管理システムに収容すべきと考えるが、ソフト変更コストの大きさから、この選択肢は非現実的と考える。この場合、独自のデータベースの構築が、専用線データベースへの追加よりもより良い選択と考える。回線IDを既存の割り振りと別領域を割り当てることなどによって、可能となる。

この場合、構築コストは頻繁にアクセスが必要であったり、高速な検索が必要でもなく、約2000万円ほどで10万ユーザ以上を十分に収容可能で信頼性のあるデータベースを構築可能である。

5年間の償却および、毎年10%のメンテナンスコストが必要として、年間約600万円となり、1ユーザあたり年間約60円、月額約5円となる。

（３）　故障受付対応業務

開通工事関連の開通数に対するパーセンテージと、サービス提供中の故障対応である累積加入者数に対するパーセンテージの2項に分類すべきである。

前者については工事料金の中に含め、後者は接続料の月額に含めるべきである。

一次対応は接続事業者側がおこなっており、DSL回線部分は高位レイヤ機能を含まないところから、一度運用開始となれば電話と比べてサービス提供中の故障対応の事象発生率は大幅に低いと考える。

工事中の故障対応と運用中の故障対応の両方ともにこれからの継続的な数量的把握を反映していく必要があるが、現状でできることは、これを分類し、現状の数値で工事料に含めるものと接続料に含めるものを明確化することと考える。

弊社のこれまでの運用結果では、サービス提供中の故障対応は約2000ユーザに対して月間5件を下回っており（11月）、故障対応率は約0.25%以下となる。単純に故障対応率に比例するとすれば、接続料の月額に含める額としては約10円以下である。

（４）　料金請求・回収等業務

弊社は現状ではユーザ料金ということもありNTT殿が直接ユーザに請求、回収を行っている。また、通話料金も毎月NTT殿が請求回収を加入者に対して行っている。

今回の料金請求・回収等業務は通話料請求と同時に行えばほとんど追加コストなく実施可能な業務である。これを専用線サービスとして、別業務として進めようとするのはNTT殿の理由によるものであり、これを別途ユーザに添加するのは、回線コストを高くすることによって、DSLの普及を遅らせたり、競争事業者に不利をもたらすものである。さらに言えば、本来通話料などではNTT殿が直接的に加入者に対して請求・回収しなければならない業務を接続事業者が請負い、業務量を軽減するのであり、この分をむしろ回線使用料から減額するべきものと考える。

月額接続料としては、1，2項の合計と、3項の接続料割り振り分とすると、最大20円未満である。

100歩譲って、ユーザあたりのNTTの請求コストが136円とすれば、この20円未満の請求、集金に136円をかけることはユーザの望むところではなく、年間一括支払いなどの方法で本来の請求コストの割合を下げるべきである。年間一括で約400円であり、例え実際の利用期間が1年間に満たなかったとしてもユーザの理解は十分得られると考える。事業者としてはもちろん、月額20円に対して特に追加コストなくユーザへ請求・回収を行うことは可能であるが、NTT殿から弊社への請求は上記理由で年1回とされてはどうか。

（５）　加入者回線の費用

通話料金の基本料に対して、加入者回線費用の割合がきわめて高いと考える。

一方で内訳としての速度対応の加算料、２線式の加算料については前者については具体的な速度対応の設備、運用的な対応がないこと、後者については２線式の付加設備がないことから根拠が不明確と考える。

また、施設設置負担金のないサービスにおけるケースのみの提示で終わっているが、本来施設設置負担金を伴うコスト、料金提示がむしろある筈であり、ここに電話の“加入権”を適用可能とすることによって、退蔵された大量の加入権の市場への再登場と効果的な再活用が可能となり、加入権の価値回復にもつながると考える。

（7） その他

ISDNライトユーザがADSLをType1にて申し込む場合、電話への切り替えにおいて加入権が必要となる。ISDNには加入権不要のサービスがあり、電話には対応する料金が準備されていないことによって、該当ユーザにとっては少なからず反対的な判断の理由となっており、電話においても“電話ライト”の設定も求める。

２　コロケーションに関する標準的期間の設定

特に意見なし

３　工事費及びコロケーション料金等の改定等

特に意見なし
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